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報酬改定について（日中系・居住系） 

 

■生活介護 

○開所時間減算の見直し 

・ 極端な開所時間の実態を踏まえ、開所時間減算の減算幅を見直す。 

・ また、利用時間が５時間未満（送迎のみを行う時間は含まない。）の利用者の割

合が、利用者全体の50％以上の場合について基本報酬を減算する（短時間利用減

算の創設）。なお、送迎に長時間を要する利用者等については、利用時間が５時間

未満の利用者の割合の算定から除く。 

○一般就労移行後の定着実績の評価 

・ 生活介護の利用を経て一般就労した障害者に対しても、就職後６月以上、職場へ

の定着支援を行う努力義務を新たに規定するため、就労後、６月以上就労継続して

いる者がいる場合の定着実績を評価するための加算を創設する。 

 

 

■短期入所  

○福祉型短期入所における福祉型強化短期入所サービス費の創設等  

・ 医療的ケアが必要な障害児者の受入れを積極的に支援するため、短期入所の新 

たな報酬区分として、「福祉型強化短期入所サービス費」を創設する。  

・ 福祉型強化短期入所サービス費の人員配置基準については、以下の取扱いと  

する。  

ア 併設型や空床型については、現行の取扱いと同様に、本体施設の配置基準に準

じることとし、医療的ケアが必要な障害児者を受け入れる場合については、看護

職員を常勤で１人以上配置する。  

イ 単独型については、現行の区分に加えて、看護職員を常勤で１人以上配置する。 

 

 

■施設入所支援 
○重度障害者支援加算（Ⅱ）に係る算定要件の経過措置の延長 

・ 平成27年３月31日において従来の重度障害者支援加算（Ⅱ）を算定していた事

業所については、平成30年３月31日までの間は、強度行動障害支援者養成研修の

研修受講計画を作成することで足りるものとする経過措置を設けているが、当該研

修の受講状況等を踏まえて当該経過措置を平成31年３月31日まで延長する。 
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■共同生活援助 

○個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の延長（介護サービス包括型、日中

サービス支援型） 

・ 平成30年３月31日までとされている重度の障害者に係る利用者ごとの個人単位

での居宅介護等の利用について、当該経過措置を平成33（2021）年３月31日  

まで延長する。 

また、新たな類型である日中サービス支援型についても、当該経過措置の対象と 

する。 

 

 

■自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

○対象者の見直し 

・ 障害福祉サービス等は３障害共通が原則であるが、自立訓練は障害種別によって

利用できるサービスに制限がある。このため訓練の対象者を限定している施行規則

（機能訓練：身体障害者、生活訓練：知的障害者・精神障害者）を改正し、両訓練

ともに障害の区別なく利用可能とするとともに、視覚障害者に対する歩行訓練等を

生活訓練としても実施出来るよう見直す。 

 

 

■就労系サービスにおける共通的事項（就労移行支援及び就労継続支援） 

○利益供与等の禁止の強化 

・ 就労系サービスについては、利用者確保のため、「利用者が友人を紹介すると、

紹介した者と紹介された者に金品を授与している事業所」、「企業に就職すると利

用者に祝い金を出す事業所」、「就労継続支援Ａ型事業所に雇用され６月以上働く

場合に祝い金を出す事業所」、「就職斡旋した事業所に対し金品の授与を行ってい

る事業所」があると指摘されている。 

障害福祉サービスは、障害者が自立した生活を営めるよう、その大部分が公費負

担によって行われているものであるため、どの事業者を選ぶかは、あくまでも各事

業者のサービス内容や質に基づき、障害者が自発的に判断すべきである。こうした

意思決定を歪めるような誘因手法は望ましくないことから、金品授受による利用者

誘因行為や就労斡旋行為を禁止することを指定基準の解釈通知に規定する。 
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■就労移行支援 

○一般就労移行後の定着実績に応じた基本報酬の評価 

・ 利用者の意向及び適性に応じた一般就労への移行を推進するため、一般就労への 

移行実績だけでなく、就職後６か月以上定着したことをもって実績として評価し、

就職後６か月以上定着した者の割合に応じた基本報酬を設定する。 

また、定着実績に応じた基本報酬を設定することから、一般就労への移行実績が

過去２年間ない場合並びに就労定着者数が過去３年間及び過去４年間ない場合の

減算については廃止する。 

・ なお、事業所開設後２年間を経過していない事業所については、現行と同様の基

本報酬を算定する。 

・ また、就労定着支援体制加算については、就労定着支援が新たに創設されること

に伴い廃止する。ただし、平成30年４月から就労定着支援を利用する障害者は、

既に通常の事業所に雇用されていることから、新サービスである就労定着支援の説

明等や新たな支給決定事務も生じるため、平成30年９月30日までは、就労定着支

援サービス費の算定に代えて、就労定着支援体制加算を算定することも可能とする。 

・ この場合の単位数は、就労移行支援の基本報酬について就職後６月以上の就労定

着者の割合に応じた設定とすること及び速やかな就労定着支援サービスへの移行

を促進する観点から、現行の単位数の２分の１にする。 

 

 

■就労継続支援Ａ型 

○平均労働時間に応じた基本報酬の評価 

・ 就労継続支援Ａ型は雇用契約を締結し、最低賃金を支払う障害福祉サービスであ

ることから、労働時間の増加は利用者の賃金増加に繋がることや、労働時間が長い

ほど、利用者に対する事業所としての支援コストが掛かることから、利用者の１日

当たりの平均労働時間に応じた基本報酬とする。 

また、平均労働時間に応じた基本報酬を設定することから、短時間利用減算につ

いては、廃止する。 

※１日当たりの平均労働時間を算出するに当たり、サービス利用開始時には予見で

きない事由により、労働時間が短時間になってしまった場合について、平均労働時

間の算出から除外する。 

・ なお、実績が出せない事業所の安易な事業参入を防止するため、開設後１年間を

経過していない事業所については、現行より低い基本報酬を算定する。 

※基本報酬の区分は前年度の実績により決定するが、新規事業所については開設後

６か月間の実績をもって基本報酬区分の変更を認める。 
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■就労継続支援Ｂ型 

○平均工賃額に応じた基本報酬の評価 

・ 就労継続支援Ｂ型は、障害者が地域で自立した生活を送ることができるように、

利用者に支払う工賃の水準が向上するために必要な支援を行うことが重要である

ことから、事業所が障害者に支払う平均工賃月額に応じた基本報酬とする。 

また、平均工賃額に応じた基本報酬を設定することから、目標工賃達成加算につ

いては、廃止する。 

※１月当たりの平均工賃額を算出するに当たり、障害基礎年金１級受給者が利用者

数の半数以上いる場合については、平均工賃月額に２千円を加えた額を報酬評価上

の事業所の平均工賃月額とする。 

・ なお、実績が出せない事業所の安易な事業参入を防止するため、開設後１年間を

経過していない事業所については、現行より低い基本報酬を算定する。 

※基本報酬の区分は前年度の実績により決定するが、新規事業所については開設後

６か月間の実績をもって基本報酬区分の変更を認める。 

 

■日中系サービスにおける暫定支給の取扱いの変更について 

○平成２９年度に実施された厚生労働省実地指導において、改善を求められたため、 

支給決定における暫定支給及びアセスメントを実施する。 

１ 対象サービス 

（１）自立訓練（生活訓練、機能訓練、宿泊型自立訓練） 

（２）就労移行支援 

（３）就労継続支援Ａ型 

２ 変更内容 

現  行：支給決定の際に、暫定支給決定を原則不要としている。 

 見直し後：支給決定の際に、２ヶ月の範囲内で、暫定支給決定を行う。 

      これに伴い事業者によるアセスメントが必要となる。  

３ 今後の取扱い 

① 区は、従来通り、１年間の支給決定を行う。 

ただし、受給者証に「ただし、２か月間は暫定支給期間とする。」旨の記載をゴ

ム印にて押印する。 

② サービス事業者は、利用開始後２か月間が終了する前にアセスメントを実施し、

結果を区に報告する。 

４ 取扱い開始日 

   平成３０年４月１日以降を始期とする対象サービス利用者  


